
 

介護保険制度の充実強化に関する提言 

 

 介護保険制度の充実強化を図るため、国は、次の事項について積極的な措置

を講じられたい。 

 

１．持続可能な介護保険制度の確立について 

介護保険財政の持続的かつ安定的な運営のため、国費負担割合の見直しを

行うなど、都市自治体の財政負担や被保険者の保険料負担が過重とならない

よう財政措置の充実を図ること。 

また、調整交付金は別枠化すること。 

 

２．介護人材の確保について 

（１）都市自治体にとって喫緊の課題である介護人材不足解消のため、他業種

と比べて遜色のない賃金水準となるよう底上げを図るなど、更なる処遇改

善等の措置を継続的に講じること。 

また、処遇改善加算の手続きについては、事業者の事務負担が軽減され

るよう更なる配慮を行うこと。 

（２）介護支援専門員の確保・定着のため、処遇改善加算の対象に追加するな

ど、抜本的な処遇改善措置を講じること。 

また、介護支援専門員の業務負担を軽減するため、更新研修期間等や資

格取得要件の見直し、本来業務に専念できる環境整備など、必要な措置を

講じること。 

（３）介護職員の給与について、近隣自治体との賃金格差を解消するため、引

き続き報酬の地域区分の見直しなど必要な措置を講じること。 

（４）過疎地域や中山間地域など、新たな人材確保が特に難しい地域に対して、

財政支援を創設するなどの必要な措置を講じること。 

（５）外国人介護人材の確保・定着のため、事業者に対して受け入れ環境の整

備や情報提供などの支援策を充実すること。 

（６）介護職員の処遇改善について、事業所等の運営や介護職員の確保に与え

る効果・影響等の実態を十分に検証し、今後の改善に反映させること。 

（７）介護福祉士を安定的に確保するため、質の担保に留意しつつ、志願者に

過度な負担とならないよう、国家試験の受験資格要件の見直しを検討する
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こと。 

（８）介護職員の負担を軽減するため、ＩＣＴ・介護ＤＸの推進や介護ロボッ

トの活用に対して財政措置を充実させるとともに、導入検討段階からサポ

ートを受けることができるよう既存の支援制度の拡充を図ること。 

 

３．地域包括ケアシステムの構築等について 

（１）必要な人材の確保について 

地域包括ケアシステムの実現に向けて、都市自治体が地域の実情に応じ

て必要な人材を確保するため、財政措置をはじめ十分な支援策を講じるこ

と。 

（２）地域支援事業について 

地域支援事業については、都市自治体の財政力や基盤整備の状況が異な

る実情等を踏まえ、以下のとおり適切に対応すること。 

１）地域支援事業の事業費に係る上限額を廃止すること。 

また、円滑な事業実施を行うための財政措置を充実するなど、必要な

支援措置を講じること。 

２）介護予防・日常生活支援総合事業の実施に当たって、都市自治体の事

務負担が増大していることから、軽減措置を講じること。 

３）介護予防・生活支援サービス事業の訪問型及び通所型の生活援助につ

いて、人員基準の緩和に対して課題や影響を十分に調査・分析したうえ

で、慎重に検討すること。 

（３）保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金について 

高齢者の自立支援や重度化防止の取組の推進が図られるよう、保険者機

能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金について、今後も継続

して必要な予算を確実に確保すること。 

また、交付金の評価指標の見直しに当たっては、地域の実情を反映する

とともに、都市自治体が安定的な財源として見込めるよう急激な評価基準

の変更を行わないこと。 

（４）介護予防支援について 

介護予防支援事業に係る事務負担を軽減するため、指定居宅介護支援事

業者へ円滑な業務委託を行えるよう基本報酬を引き上げるとともに、受託

事業者に対する報酬の逓減性について見直しを行うこと。 
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４．低所得者対策等について 

（１）低所得者に対する保険料の軽減策については、国の責任において必要な

財源を確保すること。 

（２）低所得者の利用料の軽減が図られるよう、財政措置を講じること。 

また、補足給付について、低所得者の負担が増加しないよう、財政措置

の充実を図るとともに、認知症対応型共同生活介護を対象に追加すること。 

なお、補足給付に係る資産勘案については、保険者の負担軽減と公平性

の担保のため、給付における資産等の確認方法の見直しを行うこと。            

 

５．制度改正について 

（１）制度改正に当たっては、都市自治体への情報提供や意見聴取を十分に行

い、地域間格差が生じることのないよう、事務負担等に十分配慮すること。 

（２）施設所在自治体の負担が増大しないよう、在宅介護サービスを目的とし

た高齢者向け集合住宅及び認知症対応型共同生活介護を住所地特例の対象

に追加すること。 

（３）軽度者の訪問介護、通所介護サービスの地域支援事業への移行について

は、軽度者への介護サービスの質が低下することがないよう、課題や影響

を十分に調査・分析し、利用者や都市自治体等の意見を踏まえたうえで、

慎重に検討すること。 

（４）利用者負担が２割となる「一定以上所得」の判断基準の見直しやケアマ

ネジメントに対する自己負担導入の検討に当たっては、課題や影響を十分

に調査・分析したうえで、慎重に検討すること。 

（５）区分支給限度額の見直しに当たっては、在宅サービスの利用に支障が生

じないよう、課題や影響を十分に調査・分析したうえで検討すること。 

 

６．介護サービスの基盤整備等について 

（１）介護保険事業計画等に基づくサービス提供の円滑な実施のため、介護施

設の整備や改修に対して財政措置等の支援策を講じること。 

また、国有地を介護サービス基盤の整備に活用する場合、貸付料の更な

る減額措置等の充実を図ること。 

（２）介護保険に係るシステムの改修やクラウド化について、財政措置の充実
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を図ること。 

また、介護保険システムの標準化に当たっては、都市自治体をはじめ関

係者の意見を十分踏まえ実施するとともに、定期的な介護保険料の改定に

当たって、大幅な増減を防ぎ、安定的な介護保険財政運営を図るため、よ

り正確に将来予測ができるよう指標を設定すること。 

（３）地域医療介護総合確保基金について、所要額を確保したうえで、高齢化

の進行状況や医療・介護資源等の地域間格差、都市自治体等の意見等を勘

案し、弾力的な活用を図ること。 

（４）小規模多機能型居宅介護の普及・促進を図るため、運営基準や規制の緩

和を行うこと。 

 

７．保険料の徴収について 

保険料特別徴収の対象として、老齢厚生年金を追加すること。 

 

８．介護報酬等について 

（１）介護報酬の改定に当たっては、都市自治体をはじめ関係者の意見を十分

踏まえ、保険料の水準に留意しつつ、簡素でわかりやすい報酬体系を構築

すること。 

（２）地域やサービス等の実態に即した、適切な報酬の評価・設定を行うこと。                         

（３）介護保険事業計画期間中に報酬改定を行う場合は、保険料や利用者負担

に影響を及ぼすことのないよう、国による財政措置を確実に講じること。 

（４）令和６年度介護報酬改定において、訪問介護の基本報酬が減額されたが、

中小規模の訪問介護事業所の経営状況を圧迫する懸念があることから、地

域の介護を支える中小規模の訪問介護事業所が安定してサービスを提供で

きるよう、必要な措置を講じること。 

 

９．要介護認定について 

（１）要介護認定に係る事務の効率化・標準化を図るため、ＡＩ活用の制度化

について、国において研究を推進すること。 

（２）要介護者認定申請件数の増加に伴い、事務量や経費が増大しているだけ

でなく、認定調査員不足や認定遅れ等の問題が生じていることから、更新

申請事務について簡素化を図ること。 
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10．物価高騰対策関係について 

介護事業所については、物価高騰の影響により厳しい経営環境に置かれて

いることから、施設の整備や安定的な事業運営のため、国による財政措置や

支援施策の拡充等の支援を講じること。  
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